
?

日本と自分の将来が心配なあなたへ

このままで
いいの日本の

医療・介護
いっしょに考えませんか？

民医連の
再生プラン（案）
ダイジェスト版

民医連 
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民医連の
医療・介護
再生プラン（案）
ダイジェスト版

医
療
崩
壊
、
老
老
介
護
。

75
歳
に
な
れ
ば
「
後
期
」
高
齢
者
。

年
を
重
ね
る
ご
と
に

不
安
の
タ
ネ
が
増
え
て
い
く
の
は
、

な
ん
だ
か
お
か
し
い
。

誰
も
が
安
心
し
て
受
け
ら
れ
る
、

笑
顔
う
ま
れ
る
医
療
・
介
護
へ

民
医
連
は
提
案
し
ま
す
。

�診療報酬の引き上げ

医師・看護師の増員

医療費抑制政策を転換し、�
総医療費を11％に引き上げる

後期高齢者医療制度の中止・撤回

国保などの制度改善、自己負担の削減

公費医療制度の充実

予防医療・健診の充実

介護保険の改善、介護保障の充実

具体的な提案

憲法9条、25条を活かし、
税金の集め方・使い方を
国民本位に変えます。
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後期高齢者医
療制度

目
的
は
医
療
費
削
減
の 

差
別
的
制
度
。 

国
民
の
声
で
廃
止
に
！

2
0
0
8
年
4
月
か
ら
実

施
さ
れ
た
後
期
高
齢
者
医
療

制
度
に
、
多
方
面
か
ら
批
判

が
集
中
し
て
い
ま
す
。
75
歳

以
上
を
「
後
期
高
齢
者
」
と

呼
び
、
受
け
ら
れ
る
医
療
を

制
限
す
る
。
こ
ん
な
制
度
は

廃
止
し
か
あ
り
ま
せ
ん
。

国
は
、
介
護
療
養
病
床
を

廃
止
、
医
療
療
養
病
床
を

15
万
床
に
削
減
す
る
と
し
て

い
ま
す
。
病
院
か
ら
追
い
出

さ
れ
て
も
、
在
宅
や
施
設
の

受
け
皿
は
不
十
分
で
す
。
療

養
病
床
削
減
計
画
は
白
紙
に

戻
す
べ
き
で
す
。

ま
た
、
自
治
体
病
院
・
公

的
病
院
に
つ
い
て
、
病
床
縮

小
、
診
療
科
閉
鎖
、
統
廃

合
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。
自

治
体
病
院
は
地
域
の
命
綱
で

す
。
縮
小
の
方
向
で
は
な
く

発
展
さ
せ
る
べ
き
で
す
。

療
養
病
床
削
減
、 

自
治
体
病
院
・
公
的
病
院
つ
ぶ
し
は
中
止
に
！

医
療
構
造「
改
革
」
は 

す
ぐ
に
見
直
し
を
！

2006年6月、小泉政権下で成立した
「医療制度改革関連法」。
2008年から本格実施され、
2025年の医療給付費を
8兆円削減することをめざすものです。

「後期高齢者医療制度」の問題点
●  保険料が際限なく引き上げられる 
（本当のねらいは団塊の世代が後期高齢者になる頃！）
● 年金から天引きされ、払えない場合には保険証
取り上げ
● 高齢者の受けられる医療を制限
●現役世代にも負担を押しつける

高齢者をねらいうちにした�
医療費削減
高齢者が増えるほど、医療費
が抑えられるしくみ

（厚生労働省の資料より：しんぶん赤旗08年5月21日付）

後期高齢者分

5兆円
後期高齢者分

5兆円

2兆円2兆円

3兆円

8兆円

2015年 2025年

削
減
額
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民医連の

提案

7 民医連の医療・介護再生プラン案

1
医
師
、
看
護
師
を 

増
や
す
！

日
本
の
医
師
・
看
護
師
は
、

諸
外
国
に
比
べ
格
段
に
少
な

く
、
世
界
で
も
高
水
準
の
医

療
は
、
医
療
従
事
者
の
努
力

と
犠
牲
の
上
に
成
り
立
っ
て
き

ま
し
た
。
年
間
1
万
人
以
上

の
医
師
の
養
成
・
増
員
を
行

い
、
少
な
く
と
も
O
E
C
D

（
先
進
30
カ
国
）平
均
並
に
医

師
を
養
成
す
る
こ
と
を
求
め

ま
す
。

民
医
連
や
多
く
の
医
師
・

国
民
の
運
動
に
お
さ
れ
、
政

府
は
医
師
不
足
対
策
と
し
て
、

医
学
部
定
員
増
、
勤
務
医
の

過
重
労
働
緩
和
な
ど
を
打
ち

出
し
ま
し
た
。

し
か
し
社
会
保
障
費
を
削

減
す
る
方
針
は
そ
の
ま
ま
。

こ
う
し
た
医
師
不
足
対
策
を

確
実
に
実
行
す
る
と
と
も
に
、

社
会
保
障
費
抑
制
路
線
を
改

め
る
よ
う
求
め
ま
す
。

医師不足、地域医療の崩壊、高い国民健康保険料…。
本来誰もが安心して受けられるべき医療に不安が広
がっています。こうした問題を解決するために、民医
連の提案です。

医
療 

編

日本の医師はこんなに少ない!
（人）

3.4人 3.4人 3.4人

2.4人 2.4人
2.0人

0

1

2

3

4

イギリス アメリカフランス スウェーデンドイツ 日本

（％）
15.3%

11.1% 10.7%
9.1% 8.3% 8.0%

0

5

10

15

イギリスアメリカ フランス スウェーデンドイツ 日本

先進国で一番医療に冷たい日本

（「OECDヘルスデータ2007の公表について」より）
（「OECDヘルスデータ2007の公表について」より）

人口1000人対／
OECD平均 3.0人 G7平均 11.6%

OECD平均 9.1%

GDP対比総医療費（2005年）



民医連の医療・介護再生プラン案 89 民医連の医療・介護再生プラン案

3 2
国
保
料
引
き
下
げ
、 

窓
口
負
担
を
な
く
す
！

国
民
健
康
保
険
料
は
滞

納
世
帯
が
2
割
。
民
医
連
の

行
っ
た
調
査
で
は
、
国
保
料

が
払
え
な
い
た
め
に
医
療
を

受
け
ら
れ
ず
亡
く
な
っ
た
方

が
1
年
間
で
少
な
く
と
も
31

人（
2
0
0
7
年
）。
国
保
料

は
引
き
下
げ
し
、
保
険
証
の

取
り
上
げ
は
や
め
る
べ
き
で

す
。

ア
メ
リ
カ
を
除
く
G
７
の

各
国
で
は
原
則
と
し
て
医
療

費
は
無
料
。
日
本
で
も
、
将

来
的
に
は
自
己
負
担
を
な
く

す
こ
と
を
め
ざ
し
、
当
面
健

保
本
人
1
割
負
担
、
老
人
医

療
費
定
額
制
に
戻
す
こ
と
を

求
め
ま
す
。

国
は
受
け
ら
れ
る
医
療
や

療
養
環
境
を
差
別
し
よ
う
と

し
て
い
ま
す
が
、
必
要
な
医

療
は
公
的
保
険
で
行
う
べ
き

で
す
。

診
療
報
酬
と
は
医
療
労
働

に
対
し
て
保
険
か
ら
支
払
わ

れ
る
報
酬
で
、
厚
生
労
働
省

に
よ
っ
て
決
め
ら
れ
ま
す
。
小

泉
内
閣
以
来
連
続
し
て
引
き

下
げ
ら
れ
、
医
療
機
関
は
と

て
も
や
っ
て
い
け
ま
せ
ん
。
自

治
体
病
院
の
91
％
が
赤
字
で

す
。
診
療
報
酬
の
大
幅
引
き

上
げ
を
求
め
ま
す
。

医療編民医連の

提案

（「本体」は医師の技術料など、「薬価」は医療材料も含む）

98年度 2000 02 04 06 08

2

1

0

-1

-2

-3

-4

（％）

本体

薬価 全体

（万世帯）

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

2000

滞納世帯

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

短期保険証 資格証明書

国保の滞納世帯・短期保険証・資格証明書の発行の推移 診療報酬は連続マイナス改定

医
療
機
関
に 

支
払
わ
れ
る
報
酬
を
引
き
上
げ
る
！
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4
国
・
自
治
体
の 

医
療
費
補
助
を
増
や
す
！

こ
れ
ま
で
収
入
の
低
い
方
や
障
害

者
に
対
し
て
は
、
医
療
費
が
公
費
か

ら
給
付
さ
れ
て
き
ま
し
た
。
し
か
し

こ
の
間
ど
ん
ど
ん
負
担
が
重
く
さ
れ
、

難
病
に
対
し
て
も
一
部
自
己
負
担
が

導
入
さ
れ
ま
し
た
。
こ
れ
を
元
に
戻

し
、
糖
尿
病
や
肝
炎
治
療
な
ど
自
己

負
担
が
高
額
に
な
る
医
療
も
公
費
で

保
障
す
る
べ
き
で
す
。

多くの国ぐにでは日用品など生活必需品
は無税か、低率。税金全体に占める消費税
の割合では、日本の消費税は世界最高レベ
ルです。また、スウェーデンでは払った税
金と保険料の75.6％が社会保障として還元
されますが、日本はわずか41.6％しか還元
されていません。

日本人がこれまで払った消費税は188兆
円。対して、法人税の減税分は160兆円。
日本の場合、福祉よりも企業の減税に使わ
れているのが本当のところのようです。

ヨーロッパは 
消費税が高いから、 
福祉が充実？

Column
コラム

スウェーデンでは予防が徹底され、

健康寿命が長い

医療編民医連の

提案
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介護疲れによる、悲しい事件があとを絶ちません。
介護を社会全体で支えるためにと導入された介護保険。
しかし、家族・利用者は重い負担を強いられています。
こうした状況を変えるために、民医連は提案します。

1
利
用
者
負
担
は
軽
く
、 

利
用
し
や
す
い 

制
度
に
！

収
入
の
少
な
い
人
ほ
ど
負

担
が
重
く
な
る
今
の
介
護
保

険
制
度
。
利
用
料
・
保
険
料

に
加
え
施
設
等
で
の
居
住
費
・

食
費
な
ど
の
負
担
に
、
サ
ー

ビ
ス
利
用
を
控
え
る
人
も
多

く
い
ま
す
。

介
護
度
が
「
軽
度
」
と
さ
れ

た
人
に
は
、
福
祉
用
具
な
ど

の
サ
ー
ビ
ス
利
用
に
制
限
が

加
え
ら
れ
ま
す
。
介
護
度
が

実
際
よ
り
も
軽
く
認
定
さ
れ
、

限
度
額
内
で
は
必
要
な
サ
ー

ビ
ス
が
受
け
ら
れ
な
い
と
い
う

問
題
も
。

負
担
を
減
ら
し
、
認
定
シ

ス
テ
ム
の
改
善
、
限
度
額
の

引
き
上
げ
が
緊
急
課
題
で
す
。

ま
た
、
そ
も
そ
も
必
要
な
介

護
を
制
限
す
る
こ
と
は
お
か
し

な
こ
と
。
限
度
額
自
体
を
将

来
的
に
は
廃
止
す
べ
き
で
す
。

介
護 

編

民医連の

提案

（総務省統計局調べ、年は10月から翌9月までを示す）

女性

0

3

6

9

12

15

97 98 99 00 01 02 03 04 05 06（年）

（万人） 男性
（％）（千人）

（厚労省「2006年度介護給付費実態調査」結果）

3706.4

4136.3

11.6
4398.4

4295.6

年間実受給者数 対前年比伸び率

3200

3400

3600

3800

4000

4200

4400

4600

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

6.36.3

-2.3-2.3

2003年度 2004年度 2005年度 2006年度

高齢者は増えても利用者は減少　利用しにくい介護保険 介護のために仕事をやめる家族が急増　

（毎日新聞2008年8月13日付）

�前年比4割増の14万4800人
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3 2
安
心
し
て
暮
ら
せ
る 

ま
ち
づ
く
り
を
！

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
待
機
者
は
約
38
万
人
。
ま
た
、
在
宅

生
活
を
24
時
間
支
え
る
拠
点
は
ま
だ
ま
だ
不
足
し
て
い
ま
す
。
安

心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り
へ
、
施
設
や
事
業
所
の
整
備
を
求

め
ま
す
。

職
員
が
働
き
続
け
ら
れ
る

環
境
づ
く
り
を
！

今
、
多
く
の
介
護
事
業
所
が
経
営
困
難
。
低
い
賃
金
や
人
手

不
足
か
ら
、
離
職
率
も
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
事
業
所
に

支
払
わ
れ
る
介
護
報
酬
が
あ
ま
り
に
低
い
か
ら
。
よ
り
よ
い
介

護
が
提
供
で
き
る
よ
う
、
介
護
報
酬
の
引
き
上
げ
を
求
め
ま
す
。

介護編民医連の

提案

17.2

8.4

5.4
3.7

11.3

0万円 1～99万円 ～199万円 200万円以上 全体
給与所得控除後の総所得（年収）（近藤克則『健康格差社会』より）

0

5

10

15

20

出
現
率（
％
）

貧しい層ほど介護を必要とする人が多い
所得階層別要支援者・要介護者出現率

仕事をあきらめざるをえない介護職員
他の産業と比べて離職率が高い介護の現場 

全体％ 正社員％ 非正社員％

全 産 業 16.2 13.1 26.3

介 護 職 員
20.3

21.7 27.3

ホームヘルパー 19.6 14.0
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日本は諸外国に比べ、医療にお金を使っていません。
日本は世界第2位の経済大国。税金の取り方、使い方
を変えれば、十分医療・介護の再生は可能です。2

1

消
費
税
で
は
な
く 

大
企
業
を
中
心
に 

応
分
の
負
担
を
求
め
る

消
費
税
は
、
所
得
の
低
い
人
ほ
ど
相

対
的
に
負
担
が
重
く
な
る
性
質
の
税
で

す
。
ま
た
、
高
齢
化
が
進
む
に
つ
れ
際
限

な
く
税
率
が
上
が
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

消
費
税
で
は
な
く
、
所
得
の
高
い
人
、
大

企
業
に
応
分
の
負
担
を
求
め
ま
す
。
社

会
保
険
料
の
事
業
主
負
担
分
を
1
％
引

き
上
げ
れ
ば
、約
7
0
0
億
円
、フ
ラ
ン

ス
並
に
す
れ
ば
約
1.
4
兆
円
の
財
源
が

得
ら
れ
ま
す
。

医
療
費
の
ム
ダ
、 

軍
事
費
・
公
共
事
業
費
の 

ム
ダ
を
削
る

日
本
は
、
薬
や
医
療
材
料
費
が
諸
外

国
に
比
べ
て
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、

日
本
の
軍
事
費
は
年
間
5
兆
円
規
模
で

世
界
第
5
位
。
在
日
米
軍
へ
の
「
思
い
や

り
予
算
」
に
毎
年
6
0
0
0
億
円
、
米

軍
再
編
に
3
兆
円
。
公
共
事
業
へ
の
支
出

も
突
出
し
て
い
ま
す
。
こ
う
し
た
ム
ダ
を

必
要
な
医
療
費
に
ま
わ
す
べ
き
で
す
。

財
源 

編

民医連の

提案

（％）

0

3

6

9

12

15

7.2％7.2％

2.8％2.8％

10.0％

法人所得税負担

8.9％8.9％

1.3％1.3％
10.2％

9.8％9.8％

2.9％2.9％

12.7％

10.9％10.9％

2.5％2.5％

13.4％

4.4％4.4％

3.3％3.3％

7.7％

企業の社会保険料負担

イギリス スウェーデンスイスドイツ日本

企業の税・社会保険料負担

(垣内亮「法人税の空洞化に歯止めを」『経済』2006年5月号）
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0 1.0000 4.0000 （総波及係数）

4.0671
4.1622
4.1149
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日本と自分の将来が心配なあなたへ

このままで
いいの日本の

医療・介護
いっしょに考えませんか？
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再生プラン（案）
ダイジェスト版

ご意見・ご感想をお寄せ下さい

　    全日本民主医療機関連合会
〒113-8465 東京都文京区湯島2-4-4 平和と労働センター 7F
Tel. 03-5842-6451  Fax. 03-5842-6460
E-mail: info@min-iren.gr.jp
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全国1,700カ所の医療・福祉機関が加盟する医療団体

民医連 

http://www.min-iren.gr.jp/
再生プラン（案）の全文は、ホームページへ
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